
      

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

2024 

愛媛労働  

毎月 15 日に愛媛県内の労働に関する情報をお届けしています。 
(15 日が土日祝日の場合は、前営業日となります。) 

～役立つ愛媛の労働情報～ 

令和６年 12 月号 
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資金使途は、離職によって、本人又は離職者が

扶養する者の生活に必要となる資金。 

○ 金利／年０．３％ 

（別途、保証料がかかります。） 

○ 返済期間／５年以内 

（６ヶ月以内の元金返済据置可能） 

○ 限度額／１００万円（離職者一人につき） 

○  保証／保証機関の保証及び連帯保証人１名が

必要です。 

○  必要書類／住民票、市町村県民税（所得・課税）

証明書等主として申込人の収入によって世帯の

生計を維持していたことを証する書類、その他審

査に必要な書類 

 

 

資金使途は、本人又は休業者が扶養する者の生活

に必要となる資金。 

○ 金利／年０．３％ 

（別途、保証料がかかります。） 

○ 返済期間／５年以内 

（６ヶ月以内の元金返済据置可能） 

○  限度額／１００万円（休業者一人につき） 

○  保証／保証機関 

○ 必要書類／住民票、市町村県民税（所得・課税）

証明書等主として申込人の収入によって世帯の

生計を維持していたことを証する書類、その他

審査に必要な書類 

 

       

 

 

 

≪概要≫ 

離職されて求職活動を行っている方、または休業中の勤労者の生
活安定に資することを目的とした融資制度です。 

 

≪お申込み可能な方≫ 
離職後、求職活動を行っている方、または、休業中の方で、かつ、以

下の全てに該当する勤労者が対象です。 
 
〇 原則として、愛媛県内に住所を有し、かつ、その期間が引き続き

1年以上であること。 
〇 原則として、18歳以上 65歳以下であること。 
（離職者の方） 

・ 離職前において、原則として引き続き 1年以上同一事業所に勤務してい

たこと。 

・ 離職前において、主としてその収入によって、世帯の生計を維持してい

たこと。 

・ 離職の原因が、懲役以上の法定刑に当たる行為でないこと。 

（休業者の方） 

・ 原則として引き続き 1年以上同一事業所に勤務していること。 

・ 主としてその収入によって、世帯の生計を維持していたこと。 
 

 

 

 

離職者等緊急生活資金のご案内 

離職者緊急生活資金 休業中の緊急生活資金 



   

 

 

 

○ 住  所：松山市湊町 5 丁目 1 番地 1 

いよてつ高島屋南館 3 階 

○ 利用時間：10 時～18 時（月～土曜日） 

○ 電  話：089-948-2832 

○ E-mai l：sp-station@lagoon.ocn.ne.jp 

○ H P：http://www.i-esapo.jp/ 
 
※南予地域（宇和島市・八幡浜市・大洲市）で

は出張相談会を実施（10 時～16 時） 

 

 

 

○ 住  所：新居浜市繁本町 8-65 

（新居浜市市民文化センター内） 

○ 利用時間：10 時～18 時（月～金曜日） 

○ 電  話：0897-32-2181 

○ E-mai l：toyo-sp@mxi.netwave.or.jp 

○ H P：http://www.i-tsapo.jp/ 
 
※今治市・西条市・四国中央市では出張相談会を

実施（13 時～17 時） 

 

 

愛媛県では、ニートと呼ばれる若者及び就職氷河期世代の

職業的自立を支援する窓口として、 

○ えひめ若者サポートステーション（えひめサポステ） 

○ 東予若者サポートステーション（東予サポステ） 

を設置しています。まずは一歩、お気軽にご相談ください。 

 

 

 

 

 
 
【支援対象】 

15 歳～49 歳で仕事に就いておらず、家事も通学もしていない方及びその保護者等 
【支援内容】 

⚫ 個別相談・グループカウンセリング（相談員、臨床心理士によるものなど） 

⚫ 職業ふれあい事業（職場見学、社会見学、ボランティア活動など） 

⚫ ジョブトレーニング（ジョブトレーナー付き添いによる職場体験など） 

⚫ ワークショップ、セミナー（パソコン個別指導、ボイストレーニンクなど） 

⚫ 保護者セミナー（親子ふれあい心理講座、わかりやすい交流分析など） 

⚫ 職場体験・職場チャレンジ事業（短期(3 日程度)の職場体験、1 か月の職場訓練など）  

【設置場所など】 

 

地域若者サポートステーションのご紹介 

えひめ若者サポートステーション 東予若者サポートステーション 

http://www.i-esapo.jp/
http://www.i-tsapo.jp/


   

 

 

労働問題でお悩みの方は、 

中小企業労働相談所をご利用ください。 

 

各中小企業労働相談所では、相談員が相談をお受けするほか、関係機関

への紹介等も行っています。（労働者の方、使用者の方、どちらの相談に

も応じます） 

また、中予地方局に設置している松山中小企業労働相談所では、毎月２

回（原則、第一・第三金曜日の１０時から１５時）労働問題の専門家であ

る社会保険労務士による相談も実施しています。 

いずれも相談料は無料で、秘密は厳守しますので、お気軽にご利用くだ

さい。 

電話での相談もお受けしています。 

 

【愛媛県中小企業労働相談所】 

 

相談所 所在地 受付時間 電話番号 

西条中小企業労働相談所 

（東予地方局商工観光課内) 

〒793-0042 

西条市喜多川 796-1 

月曜から金曜 

8時 30分から 

17時 15分 

0897-56-1300 

（内線 465） 

今治中小企業労働相談所 

（東予地方局今治支局商工観光室内） 

〒794-8502 

今治市旭町 1-4-9 

月曜から金曜 

8時 30分から 

17時 15分 

0898-23-2500 

（内線 318） 

0898-22-8598 

（直通） 

松山中小企業労働相談所 

（中予地方局商工観光課内） 

〒790-8502 

松山市北持田町 132  

月曜から金曜 

8時 30分から 

17時 15分 

089-909-8760 

（直通） 

宇和島中小企業労働相談所 

（南予地方局商工観光課内） 

〒798-8511 

宇和島市天神町 7-1  

月曜から金曜 

8時 30分から 

17時 15分 

0895-28-6146 

（直通） 

八幡浜中小企業労働相談所 

（南予地方局八幡浜支局商工観光室内） 

〒796-0048 

八幡浜市北浜 1-3-37 

月曜から金曜 

8時 30分から 

17時 15分 

0894-22-4111 

（内線 234） 

中小企業労働相談所のご利用について 

tel:0897561300
tel:0898232500
tel:0898228598
tel:0899098760
tel:0895286146
tel:0894224111


TEL.089-912-2501申　請
お問い合わせ先

愛媛県労政雇用課
受付時間／8：30～17：15
（土日祝日は除く）

詳しくは、裏面
又は、愛媛県HPをチェック

えひめ　業務改善　応援金 検索
E-mail　rouseikoyou@pref.ehime.lg.jp
〒790-8570　愛媛県松山市一番町四丁目4番地２

必着申請期限　令和７年３月７日（金）
※交付決定額が予算額に達した場合、申請期限前に受付を終了することがあります。

愛媛県では、物価・資源価格の高騰が続く中、生産性向上と賃上げに
取り組む中小企業等を支援するため、国の業務改善助成金の上乗せ
補助や同助成金の申請手続等に要した社会保険労務士等への報酬
費用補助を実施します。

令和6年度 えひめ業務改善応援事業

後押し！賃 上 げ賃 上 げ
応援金で中小企業の

えひめ業務改善応援金の概要

②社会保険労務士等
への報酬費用補助

①国の業務改善助成金の上乗せ補助

国の業務改善助成金の申請手続等のために社会保険労務士等に
支払った

国の業務改善助成金
（愛媛労働局）

業務改善応援金
（愛媛県）

※国の業務改善助成金の内容に変更が生じた
　場合、事業内容が変更となる場合があります。
　最新情報は県ホームページ
　でご確認ください。

※国の業務改善助成金に
　ついては、こちら（厚生
　労働省ホームページ）を
　ご確認ください。

※②のみの申請はできません。
1/2報酬費用の　　　　を補助（上限額：５万円）

＋
生産性向上に
資する

設備投資等

国の助成額の

1/10を補助事業場内最低賃金を
30円以上引上げ

賃上げ

〔　　　　　　〕

設備投資等の費用の
一部を助成



TEL.089-912-2501愛媛県労政雇用課 受付時間／8：30～17：15
（土日祝日は除く）

〒790-8570　松山市一番町四丁目4番地２ E-mail　rouseikoyou@pref.ehime.lg.jp
お問い合わせ先

必着申請期限　令和７年３月７日（金）
※交付決定額が予算額に達した場合、
　申請期限前に受付を終了することが
　あります。

□交付申請書兼請求書（様式第１号）

□愛媛労働局から交付された国の業務改善助成金の交付決定通知書の写し

□愛媛労働局に提出した国の業務改善助成金の事業実績報告書（「国庫補助金精算書」「事業実施結果報告」を含む）の写し

□愛媛労働局から交付された国の業務改善助成金の交付額確定及び支給決定通知書の写し

□応援金の振込口座の預金通帳の写し（金融機関名、店番号、口座の種類、口座名義カナの記載されているページ）

対象者

申請方法

①紙申請（郵送又は持参） ②電子申請（手のひら県庁）

えひめ業務改善応援金交付申請書兼請求書に
必要書類を添えて「愛媛県労政雇用課」まで
郵送又は持参により提出してください。
（送料は申請者負担となります。）

えひめ電子申請システム（手のひら県庁）の入力
フォームに必要事項を入力いただき、必要書類の
電子ファイルを添付の上、申請してください。

【提出先】

令和6年7月10日以降に愛媛労働局に業務改善助成金の
申請を行い、令和7年3月7日までに交付額確定及び支給
決定通知を受けている中小企業・小規模事業者（個人事業
主を含む）。

補助率

応援金支給までの流れ

※提出のあった書類で交付要件を満たしていることが確認できない場合など、追加書類の提出をお願いすることがあります。あらかじめご了承ください。

社会保険労務士等への報酬費用補助も申請する場合は、以下の書類を併せて提出してください。

□社会保険労務士等の報酬費用の領収書等の写し ※領収書等で報酬費用の内容が確認できない場合は、内容が
　確認できる書類を併せて添付してください。

申請に必要な書類

愛媛県労政雇用課　雇用対策グループ

手のひら県庁のトップページから

　　　　　　　　　　　　　　で検索

又は右の二次元コードからアクセス

えひめ業務改善応援事業

国の業務改善助成金の

（一律）1/10支給決定額の

〒790-8570
愛媛県松山市一番町四丁目4番地２

▶ ▶ ▶ ▶
▶ ▶▶▶▶▶

▶ ▶
▶

業務改善助成金（申請先：愛媛労働局） 業務改善応援金（申請先：愛媛県）
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 入校選考料：2,200円 

 入 校 料：5,650円     ※金額は改定になる場合があります。 

 授 業 料：月額 9,900円    （作業着・教科書・工具等については、自己負担が必要です。） 

 寄宿舎料：光熱水費の実費相当額（新居浜産業技術専門校のみ寄宿舎利用可） 

※ 詳細については、各産業技術専門校にお気軽にお問合せください。 

令和７年度 県立産業技術専門校入校生の募集について 
（普通課程：後期試験） 

県立産業技術専門校では、就職のために必要となる専門的な知識や技能を習得する職業訓練を行っています。進路、就職にお

悩みの方に、ぜひ御応募いただきますよう御案内をお願いします。 

 

概要 

 

産業技術専門校 訓 練 科 目 定員(人) 期間 

新居浜産業技術専門校 

〒792-0060 新居浜市大生院1233-2 

℡（0897）43-4123 

メカトロニクス科 10 2年 

自動車整備科 15 2年 

メタル技術科 15 2年 

愛媛中央産業技術専門校 

〒799-1534 今治市桜井団地4-1-1 

℡（0898）48-0525 

今治タオルものづくり科 10 2年 

服飾モード科 10 2年 

ビジネスデザイン科 15 1年 

設備エンジニア科 10 2年 

  ※後期試験で定員を満たさなかった場合、追加募集を行うことがあります。 

科目一覧 

 以下の応募書類に必要事項を記入して、新卒者の方は各産業技術専門校、離職者の方はハローワークに提出してください。 

 １) 入校願書（入校選考料2,200円を愛媛県収入証紙により納付してください。） 

 ２) 写真（６か月以内に撮影、脱帽、正面、上半身像で縦４ｃｍ×横３ｃｍ） 

 ３) 出身高等学校発行の進学用調査書（各訓練科によって異なります。） 

 筆記試験、適性検査、面接試験により選考します。 

願書提出期間 入校選考日 合格発表日 開講日 

令和７年１月１６日（木）～２月2５日（火）必着 ３月４日（火） ３月１１日（火） ４月1０日（木） 
 
※ 普通課程のうち、中期試験の募集（12月13日(金)入校選考）で定員を満たした訓練科については、後期試験以降の選

考試験を実施しないため、募集科目や応募手続など詳細については、各産業技術専門校にお気軽にお問合せください。

また、入校ガイド・入校願書の様式を県ホームページに掲載しているほか、産業技術専門校又はハローワークで配布

しています。 

応募手続 

 

選考方法と日程 

 

訓練を受講するに当たって必要となる経費 

 高等学校卒業者又はこれと同等以上の学力を有する方 

  ※訓練科目・定員などは変更になる場合がありますので、事前に確認してください。 

応募資格 

 



  

≪概要≫ 

11 月 27 日（水）愛媛県生涯学習センターにおいて、令和６年度愛媛県職業能力開発促進大会

を、愛媛県、愛媛県職業能力開発協会及び愛媛県技能士会の共催により開催しました。 

大会では、厚生労働大臣表彰などの顕彰に続いて、愛媛マイスター認定証の授与等のほか、職業

訓練の推進や技能検定制度の普及促進に功労のあった方々の表彰、技能検定優秀賞の授与などを行

いました。 

また、表彰式後は、「人が育つ・会社が伸びる職場の心理的安全性」と題して、公認心理師・臨

床心理士の資格を持つ㈲大豊陸送代表取締役の柴田智恵氏に講演を行っていただきました。 

 

●厚生労働大臣表彰受賞者 

○卓越した技能者（現代の名工） 

  星川 安弘（星川結納店） 

○技能検定関係事業所 

  株式会社曙エンジニアリング 

○技能検定関係功労者 

   中村 政徳（愛媛県室内装飾事業協同組合） 

●職業訓練功労者等知事表彰受賞者 

○認定職業訓練功労者 

  木本 健（職業訓練法人松山共同職業訓練協会） 

○技能検定関係優良事業所 

PHC株式会社松山地区 

○技能検定委員 

原田 守久（自営） 

香川 満保（㈱フジコソ） 

鶴川 忠洋（(一社)全国建設室内工事業協会 

 四国支部愛媛会） 

増田 敬介（愛媛県鳶土工業連合会） 

池内 一豊（ウッドワークかずとよ） 

○優秀技能者 

遠藤 一義（㈱ホテル葛城 花ゆづき）     

坪内 譲治（㈱雁飯店中国割烹大岩） 

真鍋 武彦（住友重機工業㈱） 

近藤 国仁（近藤石材店） 

大石 耕太郎（パティスリー ル・ソレイユ） 

●愛媛マイスター  

   武智 忠広【写真】（㈲たけちスタジオ） 

   上田 宏 【金属溶接】（㈱三浦マニファクチャリング） 

   門田 文高【革製品製造工】（㈱柳瀬）         等 

令和６年度 

愛媛県職業能力開発促進大会を開催しました 

職業訓練功労者等知事表彰受賞者 

愛媛マイスター認定者 

技能検定優秀賞受賞者 

（愛媛県知事賞） 







�内�業が

愛��と

�⼤

��

万円

年間助成

141.1

7

⽇��⽣�援�構の�⼀種・�⼆種奨�金の貸�を受けている�

⼤��、⼤�、�期⼤�、�等専⾨��。専���に在籍する、�業前年�もしくは�業年�の�
 �は��者で���業への��を希�する�（�募時点で���業に�⽤されている�を�く）

情�処理���構が�めるITスキル標�レベル2�上の情�処理技�者��に��している�

以下の３つすべてに該当する方��者

愛� IT奨�金

��はこちら

ＩＴ系の就職を⽬指している学⽣・求職者のみなさん

�援�援
奨�金 奨�金 

します�します�

のの���� をを

３つすべてに�当したらまずは申�しよう��３つすべてに�当したらまずは申�しよう��

IT�材の�内�業への��・��を促�するため、
あらかじめ�の��を受けた�⽣や��者が、�制
度に��した�内�業に��し、��して�業した
場�に、愛��と���業が共同で奨�金の��を
助成するものです。

089-912-2506 sangyoujinzai@pref.ehime.lg.jp https://www.pref.ehime.jp/page/5701.html

愛����労働��業�援局�業�材�
〒790-8507 愛�����⼀���丁⽬４�地２

�
問
�
�



��申� ��活動 ���業へ��
��して�業 �付申� 助成

089-912-2506 sangyoujinzai@pref.ehime.lg.jp https://www.pref.ehime.jp/page/5701.html

愛����労働��業�援局�業�材�
〒790-8507 愛�����⼀���丁⽬４�地２

�
問
�
�

愛� IT奨�金

※��活動�（内��得�）に����に��した場�で、内�先�業（���業）の了�を得られた場�は、��活動�に申�を
⾏っても�し�えありません。（ただし、��前（��前）に申�を⾏う必�があります）

���業

助成までの流れ助成までの流れ

愛��中��業�材�保のための奨�金���援制度（IT�材�保枠）愛��中��業�材�保のための奨�金���援制度（IT�材�保枠）

���業は�時��されますので、
��の状況は�のホームページにてご��ください。

制度の��
IT�材の�内�業への��・��を促�するため、あらかじめ�の��を受けた�⽣や��者が、�制度に
��した�内�業に��し、��して�業した場�に、愛��と���業が共同で奨�金の��を助成するも
のです。
助成金�は、１年間（１０⽉�〜�９⽉�）の奨�金���の4/5�は２０.１６万円のいずれか�い�とし、
��７年間助成します。（�⼤１４１．１万円）
助成�は、�則として⽇��⽣�構に��います。（��期間が�くなります）。

応募待
ってるよ！



「ＩＴＰＬＡＣＥえひめ」は、愛媛県の優れた技術を持つＩＴ

企業の情報や、県が実施するデジタル人材確保・育成に関する取組み
を総合的に発信するポータルサイトです

「IT PLACE えひめ」の特徴

☞県内ＩＴ企業の情報を集約した県内初のサイト！「エリア」や「職種」から企業を
検索することができる機能を搭載！

☞愛媛県の公式求人・移住情報サイト「あのこの愛媛」と連携し、求人情報へのアク
セスが可能！

☞愛媛県にＵターン・ＩターンしたＩＴ人材へのインタビュー記事や、愛媛の暮らし
やすさに関する指標を掲載！

☞「ＤＸ実行プラン」や愛媛県が実施するデジタル人材の育成確保に関する補助制度
やセミナー等の取組みを発信！

お問い合わせ先

ＩＴ人材向け

ＩＴ企業向け

愛媛県 経済労働部 産業支援局 産業人材課（松山市一番町四丁目４番地２）
TEL：089-912-2506 E-mail：sangyoujinzai@pref.ehime.lg.jp

☆「IT PLACE えひめ」URL https://it-place-ehime.jp/

掲載希望企業、随時募集中！



TEL:089-947-0005社内人材リスキリング実践
プログラム構築支援業務 事務局
(株式会社クリエアナブキ 松山支店)

お問合せは
こちらから

本事業は「令和６年度愛媛県社内人材リスキリング実践プログラム構築支援業務」として(株)クリエアナブキが愛媛県より受託して実施しています。

デジタル人
材育成に

精通したアド
バイザーが

人材育成プラン
策定を

お手伝い！

企業様の状況にぴったりの研修プログラムを作成します！

こんなお悩みを抱えてはいませんか？
DXを推進するためにも社内人材をリスキリングして
ITスキルを向上させたい どの社員にどのような研修を提供すればいいかわからない

人材のリス
キリングに

お悩みの企
業様へチャ

ンス到来！

お申込みはこちらから▶

補助金の詳細はこちらから▶

参加
無料
参加
無料

ヒアリング
アドバイザーによるヒアリングや診断テス
ト等を実施し、企業様のDX推進の現状を
把握します。

0１

プランニング
分析した結果をもとに、デジタル人材育成
プランやリスキリング方針、またデジタル
人材を育成するための研修を、アドバイ
ザーが提案します。

03

プランに基づき研修を受講する場合、補助金を活用できます！
さらに…

※限度額や補助対象経費等の詳細は、交付要綱等をご確認ください。
（令和６年度愛媛県地域産業リスキリング実践支援事業費補助金）

分析
ヒアリングとアンケートや診断テストをも
とに、企業様が今後どのような人材の育成
やリスキリングが必要になるか、アドバイ
ザーが分析します。

02



愛媛県内に本社、支社、支店、事業所等を有する事業者

県内企業がＤＸの取組みを実践できる社内人材を育成するため、
リスキリングを実践していく企業を支援し、県内産業ＤＸの更なる促進を図ります。

〒790-8570　松山市一番町四丁目４番地２   愛媛県 経済労働部 産業支援局 産業人材課

対象事業者

対象経費

募集期間

交付申請の方法

補助率及び
補助限度額

目　　的

本事業に
ついての
連絡先 ＴＥＬ：089-912-2506（直通）

●ＤＸ推進を目的とした研修受講料、教材費 ●ＩＴパスポート試験の受験手数料、対策講座受講料

●補助率：補助対象経費の1/2  
●補助限度額：1社当たり45万円（1人当たり15万円を限度）

必要書類を愛媛県産業人材課に提出（持参、郵送、メール）

●令和6年4月1日㈪から令和6年10月31日㈭まで令和７年１月３１日（金）まで

ＨＰ：https://www.pref.ehime.jp/page/69869.html
E-Mail：sangyoujinzai@pref.ehime.lg.jp

※申請募集期間中であっても、申請額の合計が予算額に達した場合は、その時点で募集を終了する場合があります。

※その他詳細は、県ＨＰ掲載の交付要綱等をご参照ください。

令和6年度令和6年度令和6年度令和6年度
地域産業リスキリング実践地域産業リスキリング実践
支援事業費補助金支援事業費補助金

ＤＸを進めるため、
社員への研修を

検討している企業様へ！

ＤＸを進めるため、
社員への研修を

検討している企業様へ！

募集期間延長しました！



県内に本社,支社,支店,事業所等を有する企業等
（ただし、以下の場合に限ります。
①県内に本社を有する企業については、県外及び海外のIT人材を正社員とし
て雇用する場合

②県外に本社があり、県内に支店,支社,事務所等を有する企業については、
県外及び海外のIT人材を県内の事業所に原則３年以上所属する正社員とし
て雇用する場合）

県外及び海外のIT人材（※1）獲得にかかる経費。
・人材紹介手数料（※2）

・人材受入れにかかる経費
（企業が負担する、来県旅費等）

【補助対象経費】

● 補助事業の流れ

● 募集期間
令和６年４月１日～令和７年１月１７日（金） ※予算の上限に達した場合は募集を終了します

事業内容の詳細やお問い合わせ先

公益財団法人えひめ産業振興財団 愛媛県プロフェッショナル人材戦略拠点
TEL：089-960-1112 E-mail：projinzai@ehime-iinet.or.jp
H P：https://www.ehime-iinet.or.jp/ http://ehime-projinzai.jp/

県内企業が即戦力となる優秀なIT人材を国内及び海外から獲得できるよう支援すること
で、県内IT企業の振興ひいては産業DXの推進を図ることを目的としています。

● 目的

万円最大

補助します!

県外及び海外からのIT人材獲得を支援！

【対象企業】

人材紹介事業者等に支払う手数料・
人材受入れにかかる経費 を

※1 IT人材 県外在住で、IT企業や会社の情報システム部門においてIT業務に1年以上携わった経験・実績のある エンジニ
アをいう。外国人材においては、出入国管理及び難民認定法の技術・人文知識・国際業務の在留資格をもって在留
するエンジニアをいう。

※2 人材紹介手数料 雇用契約の締結後、人材紹介事業者に支払う成功報酬型の手数料

※ 補助対象経費は、消費税及び地方消費税相当額を除きます。詳細はプロ人材HP掲載の交付規定を御参照ください。

愛媛県IT人材獲得支援事業費補助金
令和６年度

補助率

½

人材紹介事業者等
との契約

IT人材との
雇用契約
締結

補助金
交付申請

（雇用契約15日以内）

人材紹介事業者へ
の紹介手数料

支払い

実績報告書
提出

補助金
交付

財団HP プロ人材HP 

００１

http://#
http://#


求人のこんなことにお困りではないですか？
　　応募がない…　
　　掲載にお金をかけたくない…
　　応募者管理が大変…

３つのメリット

年間アクセス２０万件以上!!

求人のお困りごとはこれで解決！

事業者の方
必見情報！

愛媛県からのお知らせ

愛媛県 公式 求人・移住総合情報サイト

・・

メリット１

メリット２

メリット３

登録→採用まで費用は 無料

県公式サイトで 安心

登録から求人掲載まで 簡単

    登録はコチラから



Po
int💡
令和５年度　約　 　 　　人7200

　求人掲載まではたったの３ステップ

操作にお困りのときは、サービスカウンターにご連絡ください！

「あのこの愛媛」は県内の求人情報を全国に届けます！

年間アクセス数
２０８,６１１

県外からのアクセス数は約　　割！７Po
int💡

が愛媛県に移住しています

県外からの人材を獲得する機会が

あのこの愛媛にはあります！

愛媛
28.1%

その他
36.1%

大阪
11.8%

東京
24.0%

Step1 あのこの愛媛から利用申請
ＵＲＬまたは二次元コードからアクセス!
https://ano-kono.ehime.jp/st/register

もしくは あのこの愛媛 で検索
事務局で事業者登録後、アカウントを発行します。

Step2
管理画面にログイン
初回ログインに関するメールが届きますので

案内に従ってログインしてください。
Step3

求人情報を作成し、情報を公開
求人情報の編集や公開/非公開の切替えは、

管理画面からいつでも変更可能です。

求人に応募があったら
そして

ご登録のメールアドレスにお知らせメールが届きます。
管理画面で応募者情報を確認し、応募者へご連絡ください。

選考後の採否結果の登録をお願いします。

anokono@hr-s.co.jp https://ano-kono.ehime.jp/st/faq/
問い合わせ
フォーム

令和５年度あのこの愛媛
地域別アクセス数



HIME
BOSS 28.5

出典：R5愛媛県「仕事と家庭の両立支援に
        関する雇用環境調査」

0～14歳 15～64歳 65歳以上

愛媛県の総人口は

4割減少2060年に

人口減少は、企業経営や事業継続に
大きな影響を及ぼします。

愛媛県の人口減少は、このまま何も対策を行わなければ、
2020年からの40年間で4割減となり、約78万人にまで減少
すると見込まれています。※ 地域が持続的に成長していくた
めには、雇用の場を提供する県内企業・事業所が、すべての
労働者にとって魅力的であるとともに、個人のライフステージ
の希望を叶えることが重要であると考えます。

令和5年度よりスタートした

“ひめボス宣言事業所”
認証制度
若年層の転出超過の解消に向け、
愛媛県が女性活躍や仕事と家庭の両立支援など
積極的に取り組む企業を認証し、
すべての人がいきいきと働ける環境づくりと
企業の成長をバックアップします。

愛 媛 県 　 保健福祉部  生き が い推進局  子育て支援課  少子化対策・男女参画室

県内企業の

男性の育児休業
取得率は

にUP！

※2020年「国勢調査」に基づき愛媛県が算出

37万人

133万人
78万人
将来推計人口

2020年

（万人）

2060年

140
120
100
80
60
40
20
0

2013年 2023年

30％

20％

10％

0％
3.2％

28.5％

生産年齢
人口
74万人

   
   

    
 このままだと…

   
  ひ

めボス促進の効果もあり

203
（※2024年3月6日時点）

ひめボス宣言事業所認証制度の目的

お問い合わ せ先

平日9：0 0～1 7：0 0
（年末年始 1 2 / 2 9～1 / 3休業）

訪問による説明・認証支援につ いて

本事業は愛媛県が 、一般社団法人愛媛県法人会連合会及び 、株式会社エス・ピー・ シーとセキ株式会社の共同事業体に委託し運営しています。

089-933-2660

ひめボス推進アドバイザー

申 請 内 容 や 申 請 方 法 に つ い て

089-903-8822
〒790-8686 愛媛県松山市湊町7-7-1（セキ株式会社内）
メール：support@himeboss. jp

ひ めボス事務局

公
式
サ
イ
ト
は

こ
ち
ら

ひめボスポータルサイトより
申請を受け付けています
（メールや書面での申請も可）

認証奨励金種類 2 0 2 4年度締切

奨励金スーパープレミアム認証

基 本 認 証

2025年1月31日

2025年3月14日

※申請締め切りは予告なく変更になる場合がございます。最新情報は、ひめボスポータルサイトをご確認ください。

申請はこちら

愛
媛
県
内
企
業

ス
ー
パ
ー

プ
レ
ミ
ア
ム

認
証
取
得

認
証
フ
ロ
ー

20～300人
常時雇用する労働者

20人未満または
300人以上
常時雇用する労働者

認証申請

基
本
認
証

申請・取得 奨励金
最大

20万円
奨励金
100万円

申請から認証まで約1 か月

申請から支払いまで
約2～3か月

基本・上位認証

奨励金

申請から取得までの目安

認 証の 支援

基本認証
取得支援

（一般事業主行動計画策定）

スーパー
プレミアム
認証取得支援

4回まで

コンサルタント（社会保険労務士）によるサポートを、
無料で受けることができます

支援回数

5回まで
支援回数

訪問支援2回まで
（オンライン可）

電話支援2回まで
（メール含む）

訪問支援2回まで
（オンライン可）

電話支援3回まで
（メール含む）

2024年度
（令和6年度）

〒790-0067 愛媛県松山市大手町2-5-7 別館1F
　　　　　　 （一般社団法人 愛媛県法人会連合会内）
メール：himenowa02@csc-ehime.jp



2024年度（令和6年度）奨励金メニュー
※3

※4+10万円 10万円

※働き方改革メニューは、単独での申請不可 K・L  のいずれか１つ 

+A~J のいずれか１つとセット 

奨励金20万円

働き方改革メニュー

所定外労働の
削減

柔軟な
働き方の実現
（フレックスタイム、
テレワーク、副業、
兼業など）

パ
タ
ー
ン
2

パ
タ
ー
ン
1

基 本 認 証に必 要な要 件

みんな が活躍できる職場へ､
みんなに選ば れる企業へ 。
愛媛県内企業が性別を問わず「選ば れる企業」として魅力的な職場へ変革・成長できるよう、
女性活躍推進や仕事と家庭の両立支援等に取り組んで いる企業等を認証する制度です。

ひ め ボ ス宣言事業所  認証制度

基本認証
1～4 の要件を

すべて満たすこと

※2

常時雇用する労働者数
2 0人以上3 0 0人以下の
企業が奨励金支給対象

育児・介護に関する法に基づく規定やハラスメント禁止規定の整備

1

3

4

2 女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画の策定

スーパープレミアム認証に必要な要件

スーパー
プレミアム認証

（上位認証）

1～4 の要件を 2つ以上（3 0 1人以上の企業は 3つ以上）/ 5及び 6 の要件は必須

認証に対する奨励金

100万円

※1 国の平均値／女性活躍推進法に関する厚生労働省通知で定める産業ごとの平均値　※2 認証及び奨励金の支給は、要件達成のほか県の審査により決定。なお、奨励金は過年度に交付した回数を含
め、1回限りの支給。2023年3月末までに旧制度のひめボス宣言事業所の登録、またはえひめ仕事と家庭の両立応援企業の認証を受けている場合には、20人未満の事業所であっても支給対象。

直近の事業年度  女性正社員の割合

直近の事業年度  女性正社員の平均継続勤続年数

直近の事業年度 女性の平均継続勤続年数
（雇用管理区分ごと）

直近の事業年度  女性管理職の割合

直近の事業年度  出産した女性の就業継続率

直近の事業年度  男性の育児休業取得率

1

3

4

5
6

2

直近の三事業年度  非正規女性の正社員転換

直近の三事業年度  離職した女性の正社員再雇用

※1

※1

※1

いずれか

いずれか

国の平均値以上
または4割以上
国の平均値以上

男性の7割以上
国の平均値以上

転換後6箇月以上
再雇用後6箇月以上
80%以上
100％

ひめボス事業所宣言書の提出

次世代育成支援対策推進法に基づく一般事業主行動計画の策定

K

F～J  のいずれか１つ 

奨励金10万円

仕事と家庭の両立支援メニュー

保育環境の
整備

育児休業中の
応援手当または
代替人員の
確保

男性の
育児休業等の
通算28日以上

男性の
育児休業
取得率100％
（取得者2人以上）

法定を上回る
両立支援の勤務・
休暇制度整備
及び取得実績

※4  働き方改革メニューは単独での奨励金支給不可。A~Jのいずれか1つとセットで達成することが条件。

A～J  の
いずれか１つ

K・L の
いずれか１つ

A～E  のいずれか１つ 

奨励金10万円

女性活躍推進メニュー

リカレント
教育制度の
創設及び
取得実績

女性管理職
（係長相当職以上）の
割合が
20％以上

出産・育児・
介護で離職した
女性の
再雇用

更衣室等
女性専用の
施設整備及び
女性採用増加

女性採用
説明会の開催
及び
女性採用増加

RE
NE
WA

L!

NE
W!

A B C

D E

I J

F G H

NE
W!

NE
W!

NE
W!
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W!

※3

常時雇用する労働者数
20人以上300人以下の企業が
奨励金支給対象
※3 認証及び奨励金の支給は、要件達成のほか県の審査により決
定。奨励金の交付限度額は過年度に交付した額を含め最大20万円と
する。2023年3月末までに旧制度のひめボス宣言事業所の登録、また
はえひめ仕事と家庭の両立応援企業の認証を受けている場合は、20
人未満の事業所であっても支給対象。

20万円最 

大

女性活躍
推進メニュー

A～E  
仕事と家庭の
両立支援メニュー

F～J
働き方改革

メニュー

K・L

女性活躍推進メニュー

A～E  のいずれか１つ 10万円 仕事と家庭の両立
支援メニュー

F～J  のいずれか１つ10万円

L
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HIME
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出典：R5愛媛県「仕事と家庭の両立支援に
        関する雇用環境調査」

0～14歳 15～64歳 65歳以上

愛媛県の総人口は

4割減少2060年に

人口減少は、企業経営や事業継続に
大きな影響を及ぼします。

愛媛県の人口減少は、このまま何も対策を行わなければ、
2020年からの40年間で4割減となり、約78万人にまで減少
すると見込まれています。※ 地域が持続的に成長していくた
めには、雇用の場を提供する県内企業・事業所が、すべての
労働者にとって魅力的であるとともに、個人のライフステージ
の希望を叶えることが重要であると考えます。

令和5年度よりスタートした

“ひめボス宣言事業所”
認証制度
若年層の転出超過の解消に向け、
愛媛県が女性活躍や仕事と家庭の両立支援など
積極的に取り組む企業を認証し、
すべての人がいきいきと働ける環境づくりと
企業の成長をバックアップします。

愛 媛 県 　 保健福祉部  生き が い推進局  子育て支援課  少子化対策・男女参画室

県内企業の

男性の育児休業
取得率は

にUP！

※2020年「国勢調査」に基づき愛媛県が算出

37万人

133万人
78万人
将来推計人口

2020年

（万人）

2060年

140
120
100
80
60
40
20
0

2013年 2023年

30％

20％

10％

0％
3.2％

28.5％

生産年齢
人口
74万人

   
   

    
 このままだと…

   
  ひ

めボス促進の効果もあり

203
（※2024年3月6日時点）

ひめボス宣言事業所認証制度の目的

お問い合わ せ先

平日9：0 0～1 7：0 0
（年末年始 1 2 / 2 9～1 / 3休業）

訪問による説明・認証支援につ いて

本事業は愛媛県が 、一般社団法人愛媛県法人会連合会及び 、株式会社エス・ピー・ シーとセキ株式会社の共同事業体に委託し運営しています。

089-933-2660

ひめボス推進アドバイザー

申 請 内 容 や 申 請 方 法 に つ い て

089-903-8822
〒790-8686 愛媛県松山市湊町7-7-1（セキ株式会社内）
メール：support@himeboss. jp

ひ めボス事務局

公
式
サ
イ
ト
は

こ
ち
ら

ひめボスポータルサイトより
申請を受け付けています
（メールや書面での申請も可）

認証奨励金種類 2 0 2 4年度締切

奨励金スーパープレミアム認証

基 本 認 証

2025年1月31日

2025年3月14日

※申請締め切りは予告なく変更になる場合がございます。最新情報は、ひめボスポータルサイトをご確認ください。

申請はこちら

愛
媛
県
内
企
業

ス
ー
パ
ー

プ
レ
ミ
ア
ム

認
証
取
得

認
証
フ
ロ
ー

20～300人
常時雇用する労働者

20人未満または
300人以上
常時雇用する労働者

認証申請

基
本
認
証

申請・取得 奨励金
最大

20万円
奨励金
100万円

申請から認証まで約1 か月

申請から支払いまで
約2～3か月

基本・上位認証

奨励金

申請から取得までの目安

認 証 の 支援

基本認証
取得支援

（一般事業主行動計画策定）

スーパー
プレミアム
認証取得支援

4回まで

コンサルタント（社会保険労務士）によるサポートを、
無料で受けることができます

支援回数

5回まで
支援回数

訪問支援2回まで
（オンライン可）

電話支援2回まで
（メール含む）

訪問支援2回まで
（オンライン可）

電話支援3回まで
（メール含む）

2024年度
（令和6年度）

〒790-0067 愛媛県松山市大手町2-5-7 別館1F
　　　　　　 （一般社団法人 愛媛県法人会連合会内）
メール：himenowa02@csc-ehime.jp



愛媛県が認定する「ひめボス認証企業」は、働きやすさと個々の成長を大切にする

企業です。従業員一人ひとりの成長を応援し、その人らしい働き方を実現できる職

場環境づくりを推進しています。愛媛でのキャリア形成を考えるなら、選択肢の一

つとして、ぜひ「ひめボス認証企業」のこと、知ってください。

U S E F U L  I N F O R M A T I O N

就 活 の 前 に
知 っ て お き た い

就 活 の 前 に
知 っ て お き た い

認 証 企 業
って、なに��

愛媛で働くなら、"ひめボス認証企業"。

愛媛県 子育て支援課 少子化対策・男女参画室愛媛県 子育て支援課 少子化対策・男女参画室

数 字 で 納 得 ！

未 来 を 育 む 、
働 き や す さ を 育 て る 愛 媛 県

※1ヶ月3.3㎡当たり（都道府県庁所在市及び人口15万以上の市）
出典：小売物価統計調査（動向編） ; 
1 · 統計表 · 主要品目の都市別小売価格【2024年8月】

出典：令和３年度社会生活基本調査の
「曜日,男女,職業,行動の種類別総平均時間
(有業者)－全国，都道府県」の平日 男女総数

出典：令和３年度社会生活基本調査の
「曜日,男女,職業,行動の種類別総平均時間
(有業者)－全国，都道府県」の平日 男女総数

民間賃貸住宅の家賃

平均3,656円
愛 媛 県 ：3,656円  
東 京 都 ：9,733円  
大 阪 府 ：6,177円  

出典: 大東建託株式会社
「街の住みここち＆住み続けたい街
ランキング2023」

住み続けたい街
ランキング(都道府県) 

全国3位 

忙しい日常の中でも、

自分らしいライフスタイルを実現できる場所、

愛媛であなたらしい未来を描いてみませんか？

ひめボス

「ひめボス認証事業」の詳細と、
認証企業の最新情報は
WEB、SNSでチェック

［ポータルサイト］ ［Instagram］

東京比較

40%
以下

東京比較

約40%
短い

東京比較

約10%
短い

愛媛

約38分

約60分

東京
0
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20
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40

50

（分）

愛媛

約6時間43分
（403分）

約7時間4分
（424分）

東京
0

1

2

3

4

5

6

7
（時間）仕事時間の短さ

全国7位
平均 6時間43分

愛媛 東京
0

1

2

3

4

5

6
（時間）

約4時間30分
（270分） 約4時間7分

（247分）

保育所等の
待機児童数0人達成

（令和6年4月1日時点）

1日のうちで 自由に
使える時間の長さ
（3次活動時間）

出典：令和３年度社会生活基本調査の
「曜日,男女,職業,行動の種類別総平均時間(有業者)－全国，都道府県」の平日 男女総数

全国 3位 
平均 4時間30分 

通勤・通学時間の
短さ

全国 2位
平均 38分 



RNBコーポレーション(株)
(株)あいテレビ
(株)アイムービック
(株)いよぎんコンピュータサービス
(株)エス・ピー・シー
(株)エヌ・ティ・ティ・データ四国
(株)愛媛CATV
(株)愛媛新聞社
(株)愛媛電算
(株)えひめリビング新聞社
サイボウズ(株)
Sky(株)
(株)デジタルピア
南海放送(株)
(株)パルソフトウェアサービス
(株)ビット
(株)ファインデックス

情
報
通
信
業

(株)ハラプレックス
(株)ビージョイ
檜垣造船(株)
(株)ヒカリ
福助工業(株)
(株)フジコソ
(株)藤田製作所
(株)母恵夢本舗
(株)松山機型工業
丸石製紙(株)
丸菱ペーパーテック(株)
三浦工業(株)
三木特種製紙(株)
三好造船(株)
(株)三好鉄工所
(株)モリオト
(株)モリオトプロダクツ
ヤマキ(株)
(株)山田屋
(株)ユタカ
(株)リブドゥコーポレーション
リンテック(株)
ルナ物産(株)

製
造
業

一 人ひとり の 働 き 方 を
考 え る 企 業 、続 々 。
愛媛県の「ひめボス」事業では、働きやすさを推進する企業を認定しています。
中でも、特に優れた取り組みを行う企業には「スーパープレミアム認証」、
基準を満たした企業には「基本認証」が授与されます。

スーパープレミアム認証企業数 社（認証取得順）8

2024.10.22時点

ひめボス認証企業数

480社

アフラック生命保険(株)
宇和島信用金庫
愛媛県信用農業協同組合連合会
愛媛県信用保証協会
愛媛信用金庫
第一生命保険(株)
東予信用金庫
三井住友海上エイジェンシー・サービス(株)
(株)ゆうちょ銀行

金
融
業・保
険
業

四国ガス(株)
四国電力(株)
四国電力送配電(株)
住友共同電力(株)
正起ガス(株)

電
気・ガ
ス・

熱
供
給・

水
道
業

(株)伊予鉄グループ
大屋不動産(株)
(株)日本エイジェント

不
動
産
業・

物
品

賃
貸
業

うま農業協同組合
愛媛県漁業協同組合
愛媛県森林組合連合会
愛媛たいき農業協同組合
えひめ中央農業協同組合
えひめ南農業協同組合
えひめ未来農業協同組合
越智今治農業協同組合
久万広域森林組合
大祐漁業(株)
東宇和農業協同組合
ベルグアース(株)
松山市農業協同組合

農
業
・
林
業
・
漁
業

(医)愛寿会
(福)愛美会
(株)アクティブモア
(株)アクト企画
(株)アルティザン
(福)伊方社会福祉協会
(医)生きる会 瀬戸内海病院
(福)和泉蓮華会
(福)今治市社会福祉協議会
(福)今治福祉施設協会
(福)宇和島市社会福祉協議会
(福)宇和島福祉協会
(株)エイジングウェル
(福)愛媛県社会福祉事業団
(公財)愛媛県総合保健協会
(有)エンジェル・コール
(福)大洲市社会福祉協議会
(医)かとう歯科医院
きくぞのケアパーク(株)
(福)亀天会
(福)共生福祉会
(医)栗整形外科病院
(福)来島会
(株)ケアジャパン
(医)弘仁会
(医)高仁会
(医)厚仁会 波方中央病院
(株)ココロココ
(福)ことぶき会
(福)三恵会
(株)ジェイコム
(医)慈強会
(福)四国中央市社会福祉協議会
(医)慈風会 白石病院
(医)社団更生会
(株)ジャックと豆の木園
(福)正和会
(医)恕風会
(株)シルバーケアサービス
(有)シンシア
(医)仁清会 野本記念病院
(株)新風会
(医)仁勇会
(福)すいよう会
(福)聖風会
(福)聖マリア会
(福)西予総合福祉会
(医)清和会
(医)専心会
(福)泰斗福祉会
(有)ダイヤ住宅販売
(医)団伸会 奥島病院
(福)常美会
(医)天真会
(福)道真会
(福)新居浜市社会福祉協議会
(福)白寿会
(株)華桔梗
(福)はぴねす福祉会
(株)響
(福)福角会
(福)ふたば会
(医)平成会 山内病院
(医)北辰会
(有)ほくと
(医)北斗会 大洲中央病院
(医)補天会 光生病院
(福)松野町社会福祉協議会
(福)松山市社会福祉協議会
(医)松山ハートセンター
(株)マミーズファミリー
(福)御荘福祉施設協会
(医)ミネルワ会 渡辺病院

医
療・福
祉

(公財)えひめ女性財団
愛媛県
愛媛県教育委員会
愛媛県警察本部
今治市
新居浜市
西条市
四国中央市
上島町
松山市
伊予市
東温市
久万高原町
松前町
砥部町
宇和島市
八幡浜市
大洲市
西予市
内子町
伊方町
松野町
鬼北町
愛南町

地
方
公
共
団
体
等 ※

東
中
南
予
順

(医)みのり会
(福)三善会
(医)門の内会
(福)八幡浜市社会福祉協議会
(医)佑心會 堀江病院
(福)悠々会
（有）ユニット・ワン
(医)陽成会 広瀬病院
(株)よんでんライフケア
(有)リハビリステーションみかん
(福)わかば会
(福)和光会

医
療・福
祉

（株）アイ・エス・ディー
アビリティーセンター（株）
アルティウスリンク(株)
（株）イナミコーポレーション
伊予鉄総合企画（株）
宇和島商工会議所
（株）ANAエアサービス松山
愛媛県商工会連合会
（一社）愛媛県法人会連合会
(一社)えひめ若年人材育成推進機構
愛媛綜合警備保障（株）
（株）カスタマーリレーションテレマーケティング
（株）カナン・ジオリサーチ
共立自動車（株）
（株）建設マネジメント四国
（株）西条産業情報支援センター
（株）彩さ美
（株）ザ・ワークス
四国アイビ（株）
四国中央商工会議所
（株）第一開発
大王製紙保安検査システム（株）
（株）長崎商事
南レク（株）
新居浜商工会議所
（株）西村商事
（株）富士通コミュニケーションサービス
（株）松山ニューサービス
（株）LOHAS
（特非）ワークライフ・コラボ

サ
ー
ビ
ス
業（
他
に
分
類
さ
れ
な
い
も
の
）

（株）愛亀
（株）相中組
（株）青井建設
（株）浅田組
朝日建設（株）
（株）有光組
安藤工業（株）
伊方サービス（株）
石岡建設（株）
泉建設（株）
泉建設工業（株）
（株）一宮工務店
一若建設（株）
いづも（株）
稲見電気（株）
井原工業（株）
（株）伊予建設
（株）伊予ブルドーザー建設
（株）入江組
宇和土建（株）
愛媛建設（株）

建
設
業

愛媛三段ブロック（株）
愛媛大東（株）
（株）大竹組
（株）大原組
（株）加藤興業
（有）亀井組
亀岡建設（株）
（株）河上工務店
（株）川下建設
（有）川中建設
（株）かわにし
（株）北田組
協和道路（株）
（株）久保組
久保興業（株）
（株）久門組
（株）小泉組
向成建設（株）
（株）小林組
（株）菰田組
薦田建設（株）
西条建設（株）
三德電機（株）
重松兄弟設備（株）
重松建設（株）
四国竹林塗装工業（株）
四国通建（株）
（株）四国ライト
（有）清水組
白石建設工業（株）
（株）白石工務店
（株）新開発
（株）新光建設
新産道路（株）
（株）シンデン

建
設
業

（株）神野工務店
神野電気（株）
（有）真和建設工業
末広工業（株）
（株）杉野工務店
住共エンジニアリング（株）
西南建設（株）
（株）ダイキアクシス
（有）大寿建設
大伸建設（有）
大進建設（株）
（有）大成工業
大和コンストラクション（株）
大和リース（株）
高橋建設工業（株）
谷本建設工業（株）
（株）田野電設
中央建設（株）
（株）DAD
（株）藤堂組
富永建設（株）
（株）長浜機設
南予建工（有）
パナソニックホームズ（株）
（株）濱﨑組
尾藤建設（株）
（株）びるり
（株）広瀬建設
（株）風土
藤岡建設（株）
（株）藤田組
（株）二神組
堀田建設（株）
（有）松本組
マルマストリグ（株）
（株）宮嶋組
（株）森本

建
設
業

（株）矢野正建設工業
（株）山全
（有）ヤマナカ
山本建設（株）
（株）山本工務店
（株）游亀
（株）よしだ
米谷建設（株）
（株）四電工
（株）渡辺建設
（有）渡部興産
ワタナベ塗装（有）

建
設
業

愛建電工(株)
愛和印刷(株)
葵機工(株)
浅川造船(株)
朝日共販(株)
(株)アテックス
(株)あわしま堂
井関農機(株)
(株)一六
イトマン(株)
イワキテック(株)
ウダカエンジニアリング(株)
(株)えひめ飲料
愛媛製紙(株)
エリエールプロダクト(株)
エリエールペーパーテクノロジー(株)
エルモア(株)
(株)大石工作所
(株)オカベ
カクケイ(株)
技研工機(株)
協和紙工(株)
(株)栗之浦ドック
(株)コスにじゅういち
コンテックス(株)

製
造
業

三栄紙業(株)
(株)サンフーズ
サンヨー食品(株)
JAえひめアイパックス(株)
JAえひめフレッシュフーズ(株)
(株)四国シキシマパン
四国乳業(株)
四国溶材(株)
シブヤ精機(株)
寿東産業(株)
(株)新来島どっく
シンワ(株)
住友重機械プロセス機器(株)
西南開発(株)
セキ(株)
(株)セラテック
CELCO JAPAN(株)
仙味エキス(株)
大王製紙(株)
ダイオーエコワーク(株)
ダイオーエンジニアリング(株)
(株)大昌鉃工所
田中技研(株)
(株)中温
(株)長曽鉄工所
ツウテック(株)
ツバメ工業(株)
帝人興産(株)
東芝ライテック(株)
(株)トーヨ
西染工(株)
ニッシン・グルメビーフ(株)
萩尾機械工業(株)
萩尾高圧容器(株)
(株)ハタダ
八水蒲鉾(株)
服部製紙(株)

製
造
業

卸
売
業・小
売
業

カミ商事(株)
亀岡ガス販売(株)
(株)亀岡商店
(株)キクノ
(株)ゴークラ
サトー産業(株)
四国ガス燃料(株)
四国建販(株)
四国スバル(株)
生活協同組合コープえひめ
(株)セブンスター
(株)そごうマート
大黒工業(株)
大豊産業(株)
(株)大屋
太陽石油販売(株)
(株)髙橋栄商店
高松石油(株)
(株)田坂若水
(株)つるや
トヨタL&F西四国(株)
(株)NAKAGAMI
(株)南予ビージョイ
(株)日東物産
ネッツトヨタ愛媛(株)
(株)フジ
(株)フジ・アグリフーズ
(株)松宮
(株)松山生協
(株)モバイルコム
ユニ・チャーム(株)
(株)ヨンキュウ
(株)よんやく
(株)レデイ薬局

卸
売
業・小
売
業

アカマツ(株)
(株)アスティス
石﨑商事(株)
イヨスイ(株)
伊予鉄商事(株)
愛媛飼料産業(株)
愛媛大学生活協同組合
愛媛トヨタ自動車(株)
愛媛トヨペット(株)
愛媛南部ヤクルト販売(株)
(株)愛媛プレスウイン
(株)オズメッセ

伊予鉄タクシー(株)
伊予鉄道(株)
伊予鉄バス(株)
宇和島自動車(株)
大西物流(株)
川之江港湾運送(株)
桑原運輸(株)
四国西濃運輸(株)
四国名鉄運輸(株)
四国旅客鉄道(株)
(株)瀬戸内しまなみリーディング
大王海運(株)
大王海運物流(株)
ダイオーロジスティクス(株)
日本興運(株)
ペガサス運輸(株)
美須賀海運(株)
(株)森実興産

運
輸
業・郵
便
業

(株)小笠原工務所
社会保険労務士法人
岡部経営労務管理事務所
(株)西条環境分析センター
四国建設コンサルタント(株)
(有)清水式賃金研究所
住重アテックス(株)
高田勝人税理士事務所
(株)ミズキコンサルタント

学
術
研
究・

専
門・技
術

サ
ー
ビ
ス
業

ANAクラウンプラザホテル松山（松山総合開発(株)）
エリエールフーズ(株)
(株)かどや
(株)グラン・ジュテ
(株)古湧園
(株)ホテル椿館
(有)大和屋本店旅館

宿
泊
業・

飲
食

サ
ー
ビ
ス
業

石田クリーニング(株)
エリエールライフ(株)
(株)エリエールリゾーツゴルフクラブ
(有)奥島観光
南国産業(株)
(一社)新居浜カントリー倶楽部
(株)フジ・トラベル・サービス
(株)ベルモニー
(株)レスパスコーポレーション

生
活
関
連

サ
ー
ビ
ス
業・

娯
楽
業

教
育・

学
習
支
援
業

国立大学法人愛媛大学
(学)聖カタリナ学園
(学)新田学園
(学)松山学園
(学)松山東雲学園

教
育・

学
習
支
援
業

(学)松山聖陵学園
(学)松山大学
やまもと学習サポート教室

ジャスティン 株式会社
（四国中央市川之江町／製造業）

みんなが主役
「変えたい想い」を共感する
みんなが主役
「変えたい想い」を共感する
みんなが主役
「変えたい想い」を共感する
みんなが主役
「変えたい想い」を共感する

株式会社 マルカワ
（四国中央市川之江町／製造業）

互いに支え合う精神の上に
成り立った“働きやすさ”のある職場
互いに支え合う精神の上に
成り立った“働きやすさ”のある職場
互いに支え合う精神の上に
成り立った“働きやすさ”のある職場
互いに支え合う精神の上に
成り立った“働きやすさ”のある職場

基本認証企業数 社（五十音順）472

QRコードを掲載している企業は、
「ひめボスポータルサイト」で取り組み内容を詳しくご覧になれます。

佐川印刷 株式会社
（松山市問屋町／情報通信業）

女性が自らの力を
輝かせることのできる風土がある
女性が自らの力を
輝かせることのできる風土がある
女性が自らの力を
輝かせることのできる風土がある
女性が自らの力を
輝かせることのできる風土がある

株式会社 愛媛銀行
（松山市勝山町／金融業・保険業）

人を繋ぐ。企業に寄り添う。
地域と共に歩む。
人を繋ぐ。企業に寄り添う。
地域と共に歩む。
人を繋ぐ。企業に寄り添う。
地域と共に歩む。
人を繋ぐ。企業に寄り添う。
地域と共に歩む。

株式会社 アイクコーポレーション
（松山市来住町／情報通信業）

すべての従業員が
働きやすい環境を目指します
すべての従業員が
働きやすい環境を目指します
すべての従業員が
働きやすい環境を目指します
すべての従業員が
働きやすい環境を目指します

愛媛県国民健康保険団体連合会
（松山市高岡町／サービス業（他に分類されないもの））

ルールを変える
きちんと使える土壌をつくる
ルールを変える
きちんと使える土壌をつくる
ルールを変える
きちんと使える土壌をつくる
ルールを変える
きちんと使える土壌をつくる

株式会社 伊予鉄髙島屋
（松山市湊町／卸売業・小売業）

全ての社員が能力を発揮できるような
職場環境を目指す
全ての社員が能力を発揮できるような
職場環境を目指す
全ての社員が能力を発揮できるような
職場環境を目指す
全ての社員が能力を発揮できるような
職場環境を目指す

株式会社 伊予銀行
（松山市南堀端町／金融業・保険業）

現在

多様性を力に
共に成長する未来へ
多様性を力に
共に成長する未来へ
多様性を力に
共に成長する未来へ
多様性を力に
共に成長する未来へ

近日中に
公開

愛媛県国民
健康保険
団体連合会

近日中に
公開

近日中に
公開

近日中に
公開



   

令和６年（不）第１号事件の審査経過について 

 

≪会議関係≫ 
 

○ 11 月８日 第１３４３回公益委員会議 

「令和６年（不）第１号事件の審査経過について」など４件 

○ 11 月 14 日 第 79 回全国労働委員会連絡協議会総会（～15 日 東京都） 

「退職代行等の営利事業が主目的と疑われる労働組合に対する資格審査申請の 

対応について」など 3 件 

○  11 月 22 日 第 1２３7 回愛媛県労働委員会総会 

「労働組合の資格審査について」など７件 
 
 

≪集団的労使紛争関係≫ 
 
○ 審査事件 

事件番号 業種 申立年月日 
労働組合法 
７条該当号 

申立内容 終結状況 

６年(不) 
第 １ 号 

福祉業 R6.３.21 １,３ 
不利益取扱い是正 
支配介入の禁止 
謝罪文の掲示等 

係属中 

６年(不) 
第 ２ 号 

建設業 R6.６.13 ２ 団体交渉応諾 係属中 

 
 

≪個別的労使紛争関係≫ 
 
○ あっせん事件 

事件番号 業種 あっせん事項 
申出年月日 
申 出 者 

あっせん 
回 数 

終結状況 

６年個別 
第１号 

医療業 
退職金・解雇予告手
当・慰謝料等の支払い 

Ｒ６.２.28 
労働者 

２回 解決 

６年個別 
第２号 

医療業 
精神的・経済的損失に
対する金銭的補償 

Ｒ６.４.９ 
労働者 

- 不開始 

６年個別 
第３号 

宿泊業 
断続的労働の許可が下
りていない期間の賃金
の引上げ及び再計算 

Ｒ６.６.11 
労働者 

- 不開始 

６年個別 
第４号 

宿泊業 
断続的労働の許可が下
りていない期間の賃金
の引上げ及び再計算 

Ｒ６.６.11 
労働者 

- 不開始 

６年個別 
第５号 

サービス業 
仕事が与えられなかっ
た１か月間の給与補償 

Ｒ６.７.５ 
労働者 

１回 打切り 

 
○ 労働相談 

  相談者数 相談件数 

１１ 月 ３３ ４６ 

累計（４月～） ２０７ ３０８ 

※相談者数と相談件数は、相談事項が複数にわたることがあるため一致しない。 

労働委員会の窓（令和６年１１月分） 



 

≪お知らせ≫ 
 労働委員会では、毎年 1２月を「個別労働関係紛争処理制度」の重点相談月間と

定め、周知活動を実施しています。 

 周知月間中は、ＰＲのための特別事業として、労働委員による労使トラブル相談

や、職員による夜間電話相談等を次のとおり実施することとしております。 

 

 １ 労使トラブル夜間電話相談 

 ○日 時：1２月１６日（月） 17 時 15 分～20 時 

 

 ２ 労働委員労使トラブル専門相談 

 ○日 時：1２月 1３日（金） 1５時０0 分～ ※事前予約制 

 ○場 所：県中予地方局 ２階 労働委員・相談室（面談方式） 
 

 



 

 

愛媛県特定最低賃金の改正のお知らせ 

 

 

愛媛労働局では、特定最低賃金を改正し、令和６年１２月２５日から施行することと

しました。施行後の最低賃金額は次のとおりです。 

 

①  パルプ、紙製造業最低賃金（１時間１，０５０円） 

②  はん用機械器具、生産用機械器具、業務用機械器具製造業最低賃金 

（１時間１，０４９円） 

③  電子部品･デバイス・電子回路、電気機械器具、情報通信機械器具製造業最低賃金 

（１時間１，０３８円） 

④  船舶製造・修理業、舶用機関製造業最低賃金（１時間１，０７０円） 

 

上記の特定最低賃金には、適用除外の労働者と、①から③の産業には適用除外の業種

が定められており、これらに該当する場合は愛媛県最低賃金（１時間９５６円）が適用

されます。 

          

詳細は次ページの一覧表又は愛媛労働局ホームページをご覧ください。 

ご不明な点がございましたら、下記までお問い合わせください。 

 

◆愛媛労働局ホームページ              （ＱＲコード） 

https://jsite.mhlw.go.jp/ehime-roudoukyoku/ 

 

◆お問い合わせ先 

愛媛労働局 賃金室 (電話 089-935-5205) 

又は、最寄りの労働基準監督署 

松山労働基準監督署  (電話 089-917-5250) 

新居浜労働基準監督署 (電話 0897-37-0151) 

今治労働基準監督署  (電話 0898-32-4560) 

八幡浜労働基準監督署 (電話 0894-22-1750) 

宇和島労働基準監督署 (電話 0895-22-4655) 

 

  

https://jsite.mhlw.go.jp/ehime-roudoukyoku/


特定最低賃金 

産   業   名 時 間 額 適 用 除 外 改正発効年月日 

パルプ、紙製造業 
（機械すき和紙製造業、
手すき和紙製造業、内装
用ライナー製造業、建材
原紙製造業は除く。） 

1,050
円 

(1) 18 歳未満又は 65 歳以上の者 

(2) 雇入れ後６月未満の者であって、技能習得中のもの 

(3) 次に掲げる業務に主として従事する者 

イ 清掃又は片付けの業務 
ロ 手作業による梱包、レッテルはり、捺印、選別又は検

査の業務 
ハ 炊事、湯茶の給仕、守衛又は雑役の業務 

令和６年 

12 月 25 日 

はん用機械器具、生

産用機械器具、業務

用機械器具製造業 
（計量器・測定器・分析
機器・試験機・測量機械
器具・理化学機械器具製
造業、医療用機械器具・
医療用品製造業、光学機
械器具・レンズ製造業、
武器製造業は除く。）  

1,049 
円 

(1) 18 歳未満又は 65 歳以上の者 

(2) 雇入れ後６月未満の者であって、技能習得中のもの 

(3) 次に掲げる業務に主として従事する者 

イ 清掃又は片付けの業務 
ロ バリ取り・溶接かす取り、洗浄、さび若しくは傷の防

止のための塗装、検数、包装又は手作業による機械部品

の組立ての業務 
ハ 中子の造型、卓上ボール盤による穴あけ又はプレスに

よる打抜きの業務 

令和６年 

12 月 25 日 

電子部品･デバイス･

電子回路、電気機械

器具、情報通信機械

器具製造業 
（発電用・送電用・配電用

電気機械器具製造業、産

業用電気機械器具製造業

は除く。） 

1,038 
円 

(1) 18 歳未満又は 65 歳以上の者 

(2) 雇入れ後６月未満の者であって、技能習得中のもの 

(3) 次に掲げる業務に主として従事する者 

イ 清掃又は片付けの業務 

ロ 手作業による検数、選別、包装、袋詰め、箱詰め又は

洗浄の業務 
ハ 手作業により又は手工具若しくは小型手持電動工具を

用いて行う磨き、組立て、取付け、マーク打ち、塗油、

組線、巻線、かしめ、曲げ又はバリ取りの業務（これら

の業務のうち、流れ作業の中で行う業務を除く。） 

令和６年 

12 月 25 日 

船舶製造・修理業、 
舶用機関製造業 

1,070
円 

(1) 18 歳未満又は 65 歳以上の者 

(2) 雇入れ後６月未満の者であって、技能習得中のもの 

(3) 次に掲げる業務に主として従事する者 

イ 清掃又は片付けの業務 

ロ 小物類のサンダーがけ、断熱・防火材（木ぎ装を除く。）

の取付け若しくは取外し、パイプ水圧試験の検査補助、

パイプ・ゴムホース類の漏れの点検又は足場部材の整備

の業務 
ハ 簡単な工具若しくは器具の修理又は消耗品の払出しの

業務 

令和６年 

12 月 25 日 

各種商品小売業 
（衣、食、住にわたる各種の

商品を小売する事業所で、そ

の事業所の性格上いずれが

主たる販売商品であるかが

判別できないもの。） 

956 
円 

左記の特定（産業別）最低賃金は、愛媛県最低賃金額が適

用されています。 

令和６年 

10 月 13 日 

（注）① 特定最低賃金の適用を除外された産業又は業務には愛媛県最低賃金が適用されます。 

②  臨時に支払われる賃金、１か月を超える期間ごとに支払われる賃金（賞与・期末手当など）、時間外労

働・休日労働・深夜労働に対する手当、精皆勤手当・通勤手当・家族手当は、算入されません。 
③ 派遣労働者については、派遣先の最低賃金が適用されます。 

④ 各種商品小売業の産業分類は、日本標準産業分類（平成 25年 10 月改定）に基づいたものです。 

愛媛県最低賃金 

時 間 額 956 円 改正発効年月日 令和６年 10 月 13 日 

 



 年次有給休暇 を上手に活用し
働き方・休み方を見直しましょう
●「年次有給休暇の計画的付与制度」を
　導入しましょう。
●年次有給休暇付与計画表による個人別付与方式を
　活用すれば休暇の分散化にもつながります。

●働き方・休み方改善ポータルサイト
https://work-holiday.mhlw.go.jp/

年次有給休暇取得促進特設サイト

厚生労働省 都道府県労働局 労働基準監督署

年休取得促進
特設サイト▶

年末年始は
たっぷり休んで
リフレッシュ！

年末年始は
たっぷり休んで
リフレッシュ！



「離職票」※とは

離職者が雇用保険の求職者給付（基本手当等）を受給するために必要となる書類です。

現在は事業所から離職者にお送りいただいていますが、2025年１月20日から、希望

する離職者の方には、マイナポータルを通じて直接お送りするサービスを開始します。

離職票のほか、資格喪失確認通知書および雇用保険被保険者期間等証明票も、マイナ

ポータルを通じてお送りします。

「離職票」等が送付されるまでの流れ

雇用保険の離職手続きを電子申請で提出いただいた後、ハローワークによる審査

が終了したら自動的に離職票等の書類が離職者のマイナポータルに送信されます。

• 届け出たマイナンバーが被保険者番号と適切に紐付いていること

• 離職者ご自身にマイナポータルと雇用保険WEBサービスの連携設定を

行っていただくこと

• 事業主より電子申請で雇用保険の離職手続きを行っていただくこと

※正式名称は「雇用保険被保険者離職票」

このサービスの対象となる条件

事業所から離職者に郵送等を行う事務がなくなります！

事業主の皆さまへ

２０２５年1月から、希望する離職者のマイナポータルに
「離職票」を直接送付するサービスを開始します！

現在

①届出（窓口申請または電子申請）
・資格喪失届
・離職証明書

離職された方

離職証明書
(事業主控)

離職票等

ハローワーク

②送付（郵送または電子送付）

④ハローワークで雇用保険の受給手続きへ

離職票等

③送付

①届出（電子申請）
・資格喪失届
・離職証明書

事業所

離職された方

ハローワーク

②送付（電子送付）

④ハローワークで雇用保険の受給手続きへ

離職票等

離職証明書
(事業主控)

③マイナポータルに直接送付

※一定の条件（次頁以降参照）を満たした場合のみ対象となります。
条件を満たさない場合は、従来どおり事業所から送付ください。

2025年 1月20日～

事業所

LL061203保01
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事業所の皆さまへのお願い
• 被保険者向けリーフレットを被保険者の方に周知いただき、被保険者からご希望があ

れば、以下のSTEP1、STEP2を行っていただくようお願いします。

• マイナンバー登録には時間がかかる場合がありますので、資格喪失届提出の２週間程

度前までに行ってください。

• 被保険者が希望しない場合や要件を満たさない場合は、従来どおり事業所へ離職票

等の書類をお送りしますので、離職者に送付ください。

【被保険者向けリーフレット】
「希望する離職者の方に「離職票」等をマイナポータルに直接送付するサービスを開始します！」
https://www.mhlw.go.jp/content/11600000/001344541.pdf

①マイナンバーが登録されていない場合

「個人番号登録・変更届」をハローワークに提出し、マイナンバーを登録してください。

様式は都道府県労働局ホームページからダウンロードできるほか、電子申請することも

できます。

②マイナンバーが前職の被保険者番号に登録されたままになっている場合

「雇用保険被保険者資格（取得・喪失）届等（訂正・取消）願」をハローワークに提出し、前

職の被保険者番号と現職の被保険者番号を統一する手続きを行ってください。

様式は都道府県労働局ホームページからダウンロードしてください。本様式は電子申請

には対応しておりません。

• マイナンバーの登録有無は、被保険者ご本人がマイナポータルの「わたしの情報」機能

で確認することができます。操作方法は、被保険者向けリーフレットSTEP１をご参照

ください。
（事業主からハローワークに「雇用保険適用事業所情報請求書」を提出いただくことで被保険者のマイナンバー登録有無を確認することもできます。ただしその

場合には以下※１と※２の区別はできません。）

• マイナンバーが正常に登録されている場合はSTEP２に進んでください。

• 以下の①、②の場合は、必要な手続きを行いマイナンバーの登録を完了してください。

※1 これまで資格取得届等の際にマイナンバーを登録する機会がなかった被保険者はマイナンバーが登録されていません。
上記被保険者向けリーフレットのSTEP１で、被保険者ご本人のマイナポータル上、雇用保険に関する情報が表示されな

かった方が該当します。
※2 資格取得届にマイナンバーを記載いただいた場合でも前職の被保険者番号が未届となっていたようなケースでは、マイ

ナンバーが前職の被保険者番号に登録されたままになっています。被保険者向けリーフレットのSTEP１で、被保険
者ご本人のマイナポータルで取得した雇用保険情報に前職の事業所名が表示されている方はこれに該当します。

雇用保険におけるマイナンバー登録についてのお願い

資格取得届にマイナンバーを記載いただいた場合であっても、既に付与された被保険者番号を記載

いただかなかった場合は、新しい被保険者番号を振り出して資格取得します。この場合、新しい被保

険者番号にはマイナンバーの登録を行っておりません。

※資格取得確認通知書等に「個人番号登録あり」と表記されている場合も同様です。

これは、マイナンバーの誤登録による情報漏えいを防止するために、同一のマイナンバーを複数の

被保険者番号に同時に登録しないこととしているためです。

つきましては、既に付与されている被保険者番号がある場合は必ず資格取得届に記載いただくよう

お願いします。

マイナンバーを被保険者番号に登録するSTEP1

2



①e-Gov電子申請トップページの【手続検索】から
「雇用保険 資格喪失」で検索

②離職予定者ご本人が離職票の交付を希望する場合は
「雇用保険被保険者資格喪失届（離職票交付あり）」を、
離職票の交付を希望しない場合は
「雇用保険被保険資格喪失届（離職票交付なし）」を選択し、
お手続きください。
※複数人を一括して届ける場合は
 「雇用保険被保険者資格喪失届（連記式）」を選択ください。

「離職者本人用の公文書は離職者本人へマイナポータル上で直接交付しております」

のメッセージが返信されたら完了です。

※離職票が離職者本人に直接送付された場合には、事業所へは離職証明書（事業主控え）
 のみお送りし、離職票は送付しません。
※離職者本人のマイナポータルに離職票が送付されている場合には、離職票に記載されて

 いる離職区分コードは個人情報に該当するため、事業所にお伝えすることができません。 
 ご了承ください。

被保険者のマイナンバーの登録が完了した後に、被保険者ご本人がマイナポータル上で

「雇用保険WEBサービス」との連携設定を行います。

※1 設定方法は被保険者向けリーフレットのSTEP３のとおりです。

※2 被保険者が「雇用保険WEBサービス」との連携設定を済ませているかどうかはハローワークではお答えできませんの

で、ご本人に確認ください。一度「雇用保険WEBサービス」との連携設定を済ませれば、ご本人が解除しない限り離職・

再就職後も有効です。

• 雇用保険の離職手続きを電子申請で行ってください。電子申請についてご不明な点

は都道府県労働局電子申請事務センターまでお問い合わせください。

• 離職手続きに際しては、離職される被保険者に「離職票」の交付が必要かどうかを必

ずご確認ください。「離職票」が必要であれば「雇用保険被保険者資格喪失届（離職票

交付あり）」、不要であれば「雇用保険被保険者資格喪失届（離職票交付なし）」の手続

きをお願いします。

• 離職手続きの提出期限は、離職日の翌々日から10日以内となっています。必ず期限

内に手続きを行ってください。

電子申請で雇用保険の離職手続きを行うSTEP2

雇用保険WEBサービスとの連携設定を行う
（こちらは被保険者ご本人が行う手続きです）

審査が終了しました。離職者本人用の公文書は離職者本人へマイナポータル上で直接交付しております。

※本画面はe-Gov電子申請でのメッセージ例です。
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「離職票」※とは
離職後に雇用保険の求職者給付（基本手当等）を受給するために必要となる書類です。

現在は離職前の事業所からお送りしていますが、2025年１月20日から、希望される

方にはマイナポータルを通じてお送りします。

離職票のほか、資格喪失確認通知書および雇用保険被保険者期間等証明票もマイナ

ポータルを通じてお送りします。

会社が電子申請にて雇用保険の離職手続きを行い、ハローワークによる審査が終

了したら、自動的に離職票等の書類がマイナポータルに送信されます。

※正式名称は「雇用保険被保険者離職票」

２０２５年1月から、「離職票」をマイナポータルで
受け取れるようになります！

被保険者の皆さまへ

「離職票」等が送付されるまでの流れ

現在

①届出（窓口申請または電子申請）
・資格喪失届
・離職証明書

離職された方

離職証明書
(事業主控)

離職票等

ハローワーク

②送付（郵送または電子送付）

④ハローワークで雇用保険の受給手続きへ

離職票等

③送付

①届出（電子申請）
・資格喪失届
・離職証明書

事業所

離職された方

ハローワーク

②送付（電子送付）

④ハローワークで雇用保険の受給手続きへ

離職票等

離職証明書
(事業主控)

③マイナポータルに直接送付

※一定の条件（次頁以降参照）を満たした場合のみ対象となります。
条件を満たさない場合は、従来どおり事業所から送付ください。

2025年 1月20日～

事業所から書類が郵送されるのを待つ必要がなくなります！

• あらかじめマイナンバーをハローワークに登録していること

• マイナンバーカードを取得し、マイナポータルの利用手続きを行うこと

• 事業所が電子申請により雇用保険の離職手続きを行うこと

このサービスを利用するための条件

※マイナポータルとは
https://services.digital.go.jp/mynaportal/

事業所

LL061203保02



マイナポータルのア
プリを起動

ホーム画面の「その他のわたし
の情報」をタップ

「雇用保険・労災」の
「雇用保険」をタップ

「閲覧可能」を選択してデータを
取得してください

「雇用保険」「最新の情報を取得」を
選択して「確認する」をタップ

●●株式会社

事業所名

被保険者番号

離 職 票 を マ イ ナ ポ ー タ ル で 受 け 取 る た め の 手 順

マイナンバーがハローワークに登録されているか確認STEP1

雇用保険被保険者離職票をマイナポータルで受け取るためには、以下の手続きが必要です。

（STEP２までは離職の２週間程度前までにお願いします。）

条件を満たさない方は、従来どおり離職前の事業所を通じて、郵送等により雇用保険被保険

者離職票をお送りします。

現在お勤めの事業所名と被保険者番号が表示された方は
マイナンバーが登録されていますので、STEP2へ進んでください。

※閲覧可能な雇用保険情報が表示されない方や、表示されている事業所名称が

現在お勤めのものではない場合は、マイナンバーが正常に登録されていません。

４ページをご覧いただき、お手続きください。

2



マイナポータルのア
プリを起動

「同意して次へ」をタップ「連携」をタップ 「連携手続き完了」の画面
が表示されたら終了

「雇用保険WEBサービス」
を選択

マイナポータルから「雇用保険WEBサービス」と連携STEP２

「雇用保険WEBサービス」とは、離職票等の書類をマイナポータルを通じて取得できる

サービスです。離職票等の書類をマイナポータルを通じて取得することを希望する方

は、ご自身のマイナポータルから「雇用保険WEBサービス」との連携設定を行ってくだ

さい。
※ 「雇用保険WEBサービス」は2025年１月20日サービス開始予定です。連携手続きは2025年

１月20日以降に行ってください。

※「雇用保険WEBサービス」との連携設定を行わない方は、従来どおり事業所を通じて離職票等の

書類を送付します。

事業所による電子申請の後、ハローワークから

あなたのマイナポータルに「離職票」等が送信されます！

※事業所が電子申請ではなく紙様式でハローワークに届け出た場合は、雇用保険被保険者離職票等はマイナポー
タル経由ではなく、従来どおり事業所から送付されます。
※ 離職票交付までの間に雇用保険WEBサービスとの連携を解除したり、お知らせ容量が上限値を超えている場
合は、マイナポータルに送付できません。

STEP3

マイナポータル
のアプリを起動

ホーム画面の「お知らせ」
をタップ

「雇用保険被保険者離職票
が交付されました」の画面
を確認し、画面下の【詳細
情報】までスクロール

【詳細情報】欄にPDFデー
タが添付されていることを
確認ください

※マイナポータルの操作方法へのお問い合わせ
https://img.myna.go.jp/manual/05-02/0147.html

マイナポータルアプリを起動し、「お知らせ」画面からご確認ください。

離職票等の書類はPDFファイルで送信されます。
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※1 事業所が電子申請ではなく紙様式でハローワークに届け出た場合は、雇用保険被保険者

離職票等はマイナポータル経由ではなく、従来どおり事業所から送付されます。事業所に

よっては電子申請に対応していない場合もありますので、ご了承ください。

※ 2 事業所が「雇用保険被保険者資格喪失届（離職票交付なし）」を届け出た場合は、雇用保

険の求職者給付を受給するために必要な離職票が発行されません。求職者給付を受給する

ことを希望する場合は必ず、「雇用保険被保険者資格喪失届（離職票交付あり）」を届け出る

よう事業所に依頼してください。

※3 電子申請を利用したことがない事業所は、電子申請を利用するに際して電子証明書また

はGビズIDを取得する必要がありますので、前もって（２週間程度前までに）事業所にご依

頼ください。

※ 4 事業所による届出期限は離職日の翌々日から10日以内となっています。

【基本手当】 【高年齢求職者給付金】 【特例一時金】

https://www.mhlw.go.jp/conte
nt/11600000/000951119.pdf

https://www.mhlw.go.jp/content/1
1600000/000695108.pdf

https://www.mhlw.go.jp/conten
t/11600000/000695033.pdf

マイナポータルで直接「離職票」を受け取るためには、
事業所が電子申請により雇用保険の離職の手続きを行うこと
が必要です。

雇用保険の求職者給付を受給するためには、以下のパンフレットを
ご覧いただき、ハローワークでお手続きを行ってください。

※１ 事業所名と被保険者番号が表示されない方は、マイナンバーがハローワークに登録され

ていません。事業所を通じて「個人番号登録・変更届」をハローワークに提出してマイナン

バーを登録してください。

※２ 前職の事業所名が表示された方は、マイナンバーが最新の被保険者番号に登録されてい

ません。事業所を通じて「雇用保険被保険者資格（取得・喪失）届等（訂正・取消）願」をハロー

ワークに提出し、前職の被保険者番号と現職の被保険者番号を統一する手続きを行ってく

ださい。

STEP１で最新の事業所名や被保険者番号が表示されない場合
はマイナンバーが登録されていません。
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愛媛労災特別介護施設 「ケアプラザ新居浜」 のご案内 

 
➤全国に 8 か所ある労災専門の公的な介護施設です。 
➤土地・建物は国が所有し、運営は厚生労働省から事業委託を受けた「一般財団法人
労災サポートセンター（https://www.rousaisc.or.jp）」が行っています。 
➤「ケアプラザ新居浜」は、平成 13年に、住友グループ発祥の地で四国有数の工業都
市の愛媛県新居浜市に開設され、温暖な気候の瀬戸内海近くに位置しています。 

ケアプラザとは？ 

 
➤最大 84人の入居者が、介護・食事・入浴等のサービスを受けながら生活できます。 
➤約 30㎡の個室に、ベッド、バス（一部シャワーのみ）、トイレ、洗面所、簡易キッチ
ン、ナースコールを完備しています。また、重篤な入居者のため、常時介護に対応できる
多床室（４人部屋）も設置しています。 
➤看護師が 24時間体制で常駐し、介護士等とともに計画的な介護サービスを提供し
ます。また、専任の栄養士と療法士を配置し、適切な栄養管理やリハビリを行います。 
➤労災特有の障がいや傷病等に対応した介護ノウハウの蓄積があります。また、労災に
知見のある愛媛労災病院等と連携し、必要な医療にもスムーズにつなぎます。 

施設の特徴は？ 

 
➤労災保険の障害等級または傷病等級が 1級から 3級の労災年金受給者で、居宅
での介護が困難と認められる方が入居できます（60歳以上で障害等級が 4級の労
災年金受給者で、居宅介護困難な方は、特例的に入居が認められる場合あり。）。 
➤費用は、施設利用料（部屋代、食費、光熱水費等）と介護費の合計額です。 
➤施設利用料は、入居者の年収と、扶養親族の人数に応じ、次のとおりです。 

年収（円） 
～代表例～ 

個室の施設利用料（円・月額） 令和 5年 10月１日改定後の料金 
扶養親族なし 扶養 1人 扶養 2人 扶養 3人以上 

1,200,000 62,000 36,000 36,000 36,000 
1,600,000 79,000 46,000 46,000 36,000 
2,000,000 115,000 62,000 46,000 46,000 
2,800,000 154,000 79,000 62,000 62,000 
3,000,000 176,000 97,000 79,000 62,000
3,400,000 198,000 115,000 79,000 79,000 

➤介護費は、いったんご負担いただきますが、後日、同額の介護（補償）給付が厚生
労働省から支給されるため、実質的な負担はありません。 

誰が入居できる？費用は？ 

当施設についてお尋ねになりたいことがあれば、下記問合せ先まで。 

★所在地 〒792-0896 愛媛県新居浜市阿島１丁目３－12 

★問合せ 0897-67-1122 総務課（月～金 8:30～17:30） 

➡公式 Facebook 
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